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国立新美術館設立準備室の概要 

 

１．目的 

  国立新美術館は、美術への関心の高度化、美術活動の活発化、多様化、国際化等に対 

応するため、全国的な公募展や大型企画展などへの施設の提供を行うとともに、国内外 

の展覧会情報などの収集・提供や教育普及活動を行うことにより、我が国の美術の振興 

と国民の美術鑑賞機会の充実を図り、もって文化の向上に寄与することを目的としてい 

る。 

  当館は、現在、東京都港区六本木に建設中（事業主体：文化庁）であり、独立行政法 

人国立美術館を構成する５番目の美術館として、平成１８（２００６）年度（予定）の

開設を目指し、諸準備を行っているところである。   

 

２．土地・建物 

    建面積    約１２，５００㎡ 
  延べ面積   約４８，０００㎡ 

  展示面積   約１４，０００㎡ 

  

３．定員                 １６人  
 

４．予算 ３８１，１３２，０００円 
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Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めにとるべき措置 

 

６．新国立美術展示施設（ナショナル・ギャラリー）（仮称）の開設に向けた準備につい  
 て 

 

 中期計画 
  文化庁が平成１８年を目途に開設を予定している新国立美術展示施設（ナショナル 
 ・ギャラリー）（仮称）について、文化庁と連携・協力し、その円滑な開設に向けた 
 体制整備、展示事業等の準備を推進する。 

 

 ○実 績 

 
（１）国立新美術館の設置準備  
    平成１７年４月１日より、事務職員２名を配置した。また、平成１８年３月２０
日より主任研究官１名を配置し、体制の充実を図り開館準備業務を進めた。  

 
 
（２）国立新美術館運営協議会の開催  
     開設準備に関する重要事項を検討するため、国立新美術館運営協議会（座長：高
階秀爾）を平成１６年３月（平成１５年度）に設置し、平成１７年度は以下のとお

り２回の会議を開催した。  
第９回 ７月１５日（金）    ○座長および副座長の選出について  

                             ○建築状況について  
 
   第１０回 ３月１日（水）    ○平成１７年度実績報告（案）について  
                    ○次期中期目標（案）、中期計画（案）について  

                ○平成１８年度年度計画（案）について  
 
【参考】平成１５年度  
   第１回 ３月２９日（月）    ○座長及び副座長の選出について  
                 ○国立新美術館設置準備の経緯及び計画  
                   ○国立新美術館の概要  
                   ○国立新美術館新営工事の概況について  
                   ○国立新美術館の開設準備の検討状況  
                   ○当面の課題  
    平成１６年度  
   第２回 ５月１４日（金）  ○国立新美術館の開館日及び開館時間について  
                           ○施設貸与（公募展事業）の諸条件の検討  
   第３回 ６月１０日（木）  ○施設貸与（公募展事業）の諸条件の検討  
   第４回 ６月２８日（月）  ○施設貸与（公募展事業）の諸条件の検討  
   第５回 ７月１２日（月）  ○施設貸与（公募展事業）の諸条件について  
   第６回１０月１８日（月）  ○展覧会事業について  
                  ○情報収集・提供事業について  
                               ○教育普及事業について  
   第７回１２月   ３日（金）    ○展覧会事業について  
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                             ○情報収集・提供事業について  
   第８回   ３月１７日（木）    ○情報収集・提供事業について  
                    ○教育普及事業について  
                  ○平成１６年度実績報告（案）  
                    ○平成１７年度年度計画（案）  
                    ○次期中期目標、次期中期計画について  
 
 
（３）各事業の具体的な準備業務  
 ①展覧会事業  
 Ａ．公募展事業  
（ⅰ）平成１９年度に施設を使用する美術団体等の調整及び抽選会を行い、決定の通

知及びホームページに掲載をした。  
調整期間 平成１７年４月５日～４月２８日  
抽選会 平成１７年５月１３日 １４：００～１７：００（参加団体６１団体）

決定日 平成１７年５月１７日  
使用決定 ６８団体  

 
（ⅱ）平成１９年度に施設を使用する団体に対し、施設案内会を行った。  
日時  平成１７年８月３１日 第１回１４：００～、第２回１６：３０～  
         ９月１日  第３回１４：００～、第４回１６：３０～  

９月２日  第５回１４：００～、第６回１６：３０～  
参加者 第１回 １３団体 ５７名  第２回 １６団体 ５８名  

第３回 １３団体 ５０名  第４回  ６団体 ２０名  
第５回 １０団体 ４３名  第６回  ６団体 ２７名  
計 ６４団体 ２５５名  
 

（ⅲ）平成１９年度に施設を使用する団体に対し、展示作品予定数や審査日程等につ

いてアンケートを実施した。  
期間  平成１７年８月３１日～９月２２日  
対象団体 ６６団体  
回答団体数 ６３団体（回答率９５％）  

 
（ⅳ）平成１９年度に施設を使用する団体の使用展示室の割り振りを行った。  
日時  平成１７年１０月３１日～１２月２６日  
参加団体 ６６団体（１０室使用団体を含む）  

 
（ⅴ）平成１９年度に施設を使用する団体の追加募集を行った。  
受付期間 平成１７年１２月１日～２６日  
応募数  展示室（公募展用） １９団体  

野外展示場      １団体  
抽選会 平成１８年１月３１日 １３：３０～（参加団体１４団体）  
決定日 平成１８年２月１６日  
使用決定 ３団体  

 
（ⅵ）バックヤード等施設・備品等の運用に関するワーキンググループ委員会を設置

し、検討を行った。  
   開催日 平成１８年２月１４日 １５：００～   （第１回）  
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        平成１８年２月２０日 １４：００～   （第２回）  
        平成１８年３月３１日 １５：００～   （第３回）  
  
（ⅶ）平成１９年度に施設を使用する団体に対し、バックヤード割り振りに際しての

施設案内会を行った。  
日時  平成１８年３月２７日 第１回１４：００～１６：３０  
         ３月２８日 第２回１４：００～１６：３０  
参加者 第１回 ４０団体 ２８３名  

第２回 ２５団体 １４０名  
計 ６５団体 ４２３名  

 
 Ｂ．企画展事業  
自主企画展及び共催展開催の準備業務を以下のとおり行った。 

〈自主企画展〉 

   （ⅰ）開館記念展の準備業務 

・来年度の開館時に予定している自主企画展「２０世紀美術探検－アーティス

トたちの三つの冒険物語」（仮称）について、出品作家・作品の候補リスト

を作成した。 

・出品候補作品の借用交渉、及び作品調査のため、研究員を以下のとおり海外

に派遣した。 

出品交渉先：ニューヨーク近代美術館（アメリカ）、ホイットニー美術館

（アメリカ）、ロサンジェルス現代美術館（アメリカ）、ロ

サンジェルス・カウンティ美術館（アメリカ）、アンディ・

ウォーホル美術館（アメリカ）、シルヴァーマン・コレクシ

ョン（アメリカ）、リキテンスタイン財団（アメリカ）、ペ

ース＝ウィルデンスタイン・ギャラリー（アメリカ）、ソナ

ベント・ギャラリー（アメリカ）、ギャラリー・デイヴィッ

ド・ツヴィルナー（アメリカ）、デュビュッフェ財団（フラ

ンス）、ギャルリー・ルボン（フランス）、ギャラリー・グ

ムジンスカ（スイス）、シュプレンゲル美術館（ドイツ）、

ノルトライン＝ヴェストファーレン美術館（ドイツ）、ベル

クグリュン美術館（ドイツ）、ベルリーニッシェ・ギャラリ

ー（ドイツ）、バウハウス資料館（ドイツ）、ギャラリー・

ベリンソン（ドイツ） 

作 品 調 査：メトロポリタン美術館（アメリカ）、グッゲンハイム美術館

（アメリカ）、ヒューストン現代美術館（アメリカ）、ジャ

パンソサエティギャラリー（アメリカ）、ＤＩＡビーコン（ア

メリカ）、ヒューストン美術館（アメリカ）、ロスコ・チャ

ペル（アメリカ）、メニル・コレクション（アメリカ）、ポ

ンピドゥー・センター（フランス）、パレ・ド・トーキョー

（フランス）、ライプツィヒ美術館（ドイツ） 

・国内の所蔵先に対しては、職員を派遣する等の手段により出品交渉を行った。

出品交渉先：東京国立近代美術館、京都国立近代美術館、国立国際美術館、

山形美術館、富山県立近代美術館、セゾン現代美術館、宇都宮

美術館、栃木県立美術館、茨城県立近代美術館、川村記念美術

館、東京都現代美術館、日本民藝館、ブリヂストン美術館、泉

屋博古館、山種美術館、ポーラ美術館、横浜美術館、愛知県美

術館、名古屋市美術館、豊田市美術館、岐阜県現代陶芸美術館、
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滋賀県立近代美術館、アサヒビール大山崎山荘美術館、富本憲

吉記念館、兵庫県立美術館、大阪市立近代美術館（仮称）建設

準備室、奈良県立美術館、広島県立美術館、広島市現代美術館、

ふくやま美術館、ミサワホーム、フジテレビギャラリー、株式

会社まつもと、横田茂ギャラリー 

・インスタレーション等の出品を依頼する現代作家についても、アメリカ合衆国

出張時、及びヨーロッパ出張時に調査及び出品交渉を行った。 

    交 渉 作 家：アメリカ在住作家 2 名、フランス滞在中の日本人作家 1 名 

・出品候補作家のうち 1 名を東京に招聘し、建設現場での展示空間の確認を含め、

出品のための打合せを行った。 

招 聘 作 家：イギリス在住作家１名 

・日本人作家 2 名に対し、建設現場での展示空間の確認を含め、出品のための

打合せを行った。 

・他の機会により来日したイギリス在住日本人作家 1 名に対し、建設現場での

展示空間の確認を含め、出品のための打合せを行った。 

 

（ⅱ）個人作家展の準備業務 

・１９年度個人作家展の開催に向けて、作家作品調査を行い、複数の候補作家

を検討した。 

（ⅲ）テーマ展の準備業務 

・海外の諸機関からの情報収集に基き、ロサンジェルス現代美術館より提案の

あった「スキン・アンド・ボーンズ――現代の建築とファッションに見る近

似性」を第一候補として開催に向けた検討を行った。これに関しては、研究

員をアメリカに派遣して、調査並びに打合せを行った。 

（ⅳ）現代作家グループ展の準備業務 

・新しい美術動向を示すとともに、若手作家の養成にも貢献するグループ展の

開催に向けて、準備作業を行った。展覧会の形態や枠組み等について検討す

るとともに、国内外の美術状況を調査し、作家データを蓄積する作業を行っ

た。 

（ⅴ）２０年度以降の展覧会の準備業務 

・オーストラリアのアボリジニー作家エミリー・カーメ・クンワレエの個展開

催を検討し、開催に向けて、調査並びに準備作業を行った。オーストラリア

に研究員が招聘された際に、作品調査、並びに企画者との打合せを行った。

また、オーストラリア側関係者の来日時に打合せを行い、国立国際美術館、

オーストラリア大使館、読売新聞社などの日本側関係者との連絡調整を進め

た。 

・引き続き、アメリカ在住の日本人作家、河原温の個展の開催に向けて、準備

作業を行った。研究員をアメリカに派遣して打合せを行うとともに、河原氏

の帰国時に展示内容等の打合せを行った。また、名古屋市美術館との共同開

催をすることとし、両館の担当者で打合せを行った。 

・引き続き蔡國強展開催に向けた調査活動を行った。 

・オーストラリアへの招聘を受けた研究員が、メディアアートをはじめとする

新しい芸術表現の調査を行った。 

・多様な美術表現を紹介する展覧会を開催することを検討するとともに、海外

の関係する機関から情報収集を行った。また作家、作品の調査を継続してい

る。 
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〈共催展〉 

・平成１８、１９年度に開催する共催展の決定 

開館後１８、１９年度中に開催する共催展として昨年度に選定した以下の５

本について、準備作業に入った。 

    １８～１９年度：「異邦人たちのパリ１９００－２００５（仮称）」（共

催者：朝日新聞社） 

１９年度：「モネ展（仮称）」（共催者：読売新聞社） 

         「日展１００年記念展（仮称）」(共催者：日本経済新聞社） 

「アムステルダム国立美術館所蔵品展(仮称)」(共催者：東京 

新聞） 

        「横山大観展（仮称）」（共催者：朝日新聞社） 

 また、これに加えて新たに以下の展覧会の開催を決定し、準備作業を行った。

  １９～２０年度：「モディリアーニ展」（共催者：日本経済新聞社） 

（ⅰ）異邦人たちのパリ１９００－２００５（仮称）の準備業務 

共催者の招聘によるポンピドゥー・センター側の担当者の来日を受け、

朝日新聞社とともに、建築現場において会場確認を行い、出品作品、展

示計画、カタログ等についての集中的な協議を行った。 

ポンピドゥー・センター館長の来日時に、建築現場の見学を実施し、会

場の確認を行った。 

共催者である朝日新聞社と展覧会構成、内容等について協議を重ね、そ

の結果をふまえてポンピドゥー・センターとの交渉を継続し、出品リス

トを確定した。 

（ⅱ）モネ展（仮称）の準備業務 

日本側監修者、並びに共催の読売新聞社とともに月例の打合せを催し、

展示構成、出品内容、出品交渉、カタログ等についての協議を重ねた。

リストアップした候補作品については、内外ともに出品交渉を行った。

海外の所蔵先に対しては、正式な出品依頼状を出状した。国内の所蔵先

で内諾を得たものに関しては、正式な出品依頼状を出状した。 

研究員をアメリカに派遣し、出品交渉ならびに作品調査を行った。 

出品交渉先：ロサンジェルス・カウンティ美術館 

         セントルイス美術館 

ニューヨーク近代美術館 

作品調査  ：メトロポリタン美術館 

ヒューストン美術館 

国内の所蔵先に対しては、職員を派遣するなどして出品交渉を行った。

出品交渉先：東京国立近代美術館、国立西洋美術館、国立国際美術館、

山形美術館、福島県立美術館、新潟県立近代美術館、富

山県立近代美術館、セゾン現代美術館、群馬県立近代美

術館、栃木県立美術館、茨城県立近代美術館、埼玉県立

近代美術館、川村記念美術館、泉屋博古館、ブリヂスト

ン美術館、イセ文化基金、ポーラ美術館、静岡県立美術

館、三重県立美術館、アサヒビール大山崎山荘美術館、

久保惣記念美術館、姫路市立美術館、島根県立美術館、

ひろしま美術館、財団法人泉美術館、北九州市立美術館、

鹿児島市立美術館、愛媛県美術館 

  (ⅲ)日展１００年記念展(仮称)の準備業務 

展覧会監修者、並びに共催者の日本経済新聞社と、展覧会の概要、作業

手順等について打合せを行った。また巡回を予定している宮城県立近代
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美術館、富山県立近代美術館、広島県立美術館との合同会議を２度行い、

展示構成、出品内容、出品交渉、カタログ等についての協議を重ねた。

リストアップした候補作品については、出品交渉を行った。 

出品交渉先：京都国立近代美術館、京都市美術館、京都文化博物館、

滋賀県立近代美術館、東京国立近代美術館、日本芸術院、

      山種美術館、東京芸術大学美術館 

 （ⅳ）アムステルダム国立美術館所蔵品展（仮称）の準備業務 

日本側監修者、並びに共催者である東京新聞とともに打合せを行い、基

本的な企画内容や方針について共通理解をもった。 

 （ⅴ）横山大観展（仮称）の準備業務 

共催者である朝日新聞社と、基本的な企画内容や方針、作業手順等につ

いて打合せを行った。著作権継承者並びに展覧会関係者で建築現場の見

学を実施し、展覧会場の確認を行った。 

 （ⅵ）モディリアーニ展（仮称）の準備業務 

フランス側監修者の来日を受け、建築現場の見学を実施して、展覧会場

の確認を行った。また、共催者である日本経済新聞社、並びに国立国際

美術館担当者とともに、企画内容並びに出品作品、会期等についての協

議を行った。 

国内の所蔵先に対して、職員を派遣して出品交渉を行った。 

出品交渉先：ポーラ美術館、愛知県美術館 

 
 
 ②情報収集・提供事業 

・国立新美術館のアートコモンズ、アートライブラリーの設置について、実施計画

の立案を進めた。 

・昨年度に立案した以下の収集計画に基づき、国立新美術館アートライブラリーの

特色ある蔵書の構築を進めた。 

Ａ．収集計画 

（ⅰ）展覧会カタログ－「アートライブラリーの第一の核となる資料群」として 

・国内戦後美術展カタログの恒常的、かつ遡及的収集 

・公募団体との連携による公募展カタログの遡及的、かつ網羅的な収集 

・（財）国際文化交流推進協会アートカタログ・ライブラリーの蔵書継承 

・海外著名美術館の企画展カタログの迅速な収集 

（ⅱ）美術参考図書－「レファレンス力を発揮するためのツール」として 

・各種の美術事典、書誌、人名録など 

・各種の美術全集 

・カタログレゾネなど、個人画集 

・海外美術書誌データベース、電子ジャーナルなど有料電子化情報 

（ⅲ）美術雑誌－「ショーウィンドウとしてのライブラリ」のために 

・開架閲覧室の雑誌専用書架の形状を検討した 

・購読美術雑誌：国内誌、海外誌の購読候補を選定し購入計画を策定した 

・美術館刊行雑誌（年報、紀要、ニュース） 

（ⅳ）アーカイブ資料－「アートコモンズ」に集まる散逸しやすい資料群の集積と

して 

アートコモンズとは、だれにでも開かれた美術情報の共有地を目指し、アー

トライブラリーの前衛に位置して、チラシ、DM などの資料をディスプレイし、

期限の切れたものを順次、アートライブラリーにおいてアーカイブ化し、か

つ展覧会情報提供システムとの連繋を検討した。 
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Ｂ．活動計画 

（ⅰ）類縁機関との連携－「美術書誌情報の共有化戦略」として 

・共有化のための基盤 

東京国立近代美術館との図書館システムの共用 

・現行稼動の美術図書館横断検索（ALC: Art Libraries' Consortium）への参

加 

東京国立近代美術館、東京都現代美術館、横浜美術館、国立新美術館との間

で横断検索を実現することを立案した。 

・展覧会カタログを中心に寄贈交換プログラムの促進 

（ⅱ）海外へのカタログ提供 

・日本美術の情報アクセスを促進することを目的に、（財）国際文化交流推進

協会と NCC（北米日本研究資料調整協議）の共同事業として始まった JAC プロ

ジェクト（日本の美術展覧会カタログを２部収集して、米国スミソニアン協

会のフリア美術館図書館ほか海外美術研究機関へ１部を送付）を、（財）国

際文化交流推進協会より継承し、そのため下記関係機関と協議調整を行った。

また、JAC プロジェクトの円滑な推進を実現するため、『新美術新聞』（平成

１８年 1 月１・１１日号）他において、国内美術館等機関からの寄贈促進の

依頼を広報した。 

平成１７年７月５日   ピッツバーグにて ピッツバーグ大学東アジア

図書館 

平成１７年７月７日   ワシントン DC にて フリア美術館図書館 

平成１７年７月９日   ニューヨークにて コロンビア大学 CV スター図

書館 

平成１７年１０月２８日  ハイデルベルクにてハイデルベルク大学東洋美

術研究所 

平成１７年１０月２８日  東京にて フリア美術館図書館 

平成１７年１２月７日  東京にて NCC 議長バゼル山本登紀子氏（ハワイ

大学ハミルトン図書館） 

・収集実績 

開館後、アートライブラリーの基本図書となる美術基本書並びに開館後の展覧会

のための調査・研究のための関係資料を、以下のとおり購入した。 

・和図書：４，９８３冊 美術基本書並びに開館後の展覧会のための調査・ 

研究資料 

・洋図書：１，０２３冊 美術基本書並びに開館後の展覧会のための調査・ 

研究資料 

・和カタログ：１９８冊 開館後の展覧会のための調査・研究資料 

・洋カタログ：７４７冊 開館後の展覧会のための調査・研究資料 

・和雑誌： ２５誌 『美術手帖』など情報誌を含む代表的国内美術雑誌

・洋雑誌：     １８誌 『Art News Paper』など情報誌を含む代表的国外美

術雑誌 

・寄贈資料 

下記資料について美術館等機関及び画廊、個人からの寄贈を受入れ、登録整理業

務を行った。 

・和図書：    １，６８５冊 

・洋図書：        ９５冊 

・和カタログ：７，６１９冊 

・洋カタログ：    １９４冊 

・受入資料の整理業務 
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購入・寄贈資料の整理業務については、アートライブラリー開室後の運営・公開の

様態に即した業務マニュアルを検討・策定した上で、上記資料の登録整理業務を行っ

た。 

なお、昨年度から（財）国際文化交流推進協会のアートカタログ・ライブラリーよ

り移管の展覧会カタログ等資料の遡及作業を下記の通り進めた。 

・和図書：  ９６６冊 

・洋図書：  ２９冊 

・和カタログ：１３,５３５冊 

・洋カタログ：９９冊 

・図書情報システムの基本設計の作成 

活動計画（ⅰ）に記載の「類縁機関との連携－「美術書誌情報の共有化戦略」とし

て」を実現できるよう、図書情報システムの実施設計を作成した。 

（ⅰ）東京国立近代美術館（竹橋）と国立新美術館設立準備室との間に専用回線を

敷設し、東京国立近代美術館で既存稼動の図書館システムを国立新美術館設

立準備室において共用可能とするとともに移転後のネットワーク計画を検討

した。 

（ⅱ）開館時のアートライブラリーにおける図書検索システム（ＯＰＡＣ）の実装

を立案して、同時に東京国立近代美術館、東京都現代美術館、横浜美術館の

公開美術図書室との間に現行稼動している美術図書館横断検索（ALC: Art 

Libraries' Consortium）へ自動参加できるシステムを実施設計した。 

 

・「展覧会情報収集・提供システム」の実施設計・開発を行った。 

・「展覧会情報収集・提供システム」構築の一環として、平成１７年度に開催された

展覧会に関する情報（２，１９４件）の収集を外部業者に業務委託し、実施した。

・東京国立近代美術館アートライブラリとの図書館システム連携やインターネットへ

の安全で効率的な利用を目的とした国立新美術館と東京国立近代美術館の館間ネッ

トワークの設計を行った。 

・美術館の「備品・施設管理システム」の実施設計・開発を行った。 

・「館内案内システム」のための館内に必要な技術的検討を行い、美術館建築工事と

の調整を行った。 

 

 ③教育普及事業 

・開館後の教育普及事業の枠組みを検討した。  
・展覧会事業に合わせた教育普及プログラム等、教育普及事業案を検討するとともに、

以下の通り、調査・研究を行った。  
ア． 教育普及プログラム（講演会、ワークショップ、ギャラリートーク、展覧会等）

に関する調査。  
調査機関：東京国立近代美術館、東京国立近代美術館工芸館、平塚市美術館、水戸

芸術館現代美術センター、東京オペラシティアートギャラリー  
イ． 文化機関等における教育普及関連事業に関する調査。  
調査機関：オーストラリア大使館、取手アートプロジェクト２００５、世界アーテ

ィスト・サミット（京都造形芸術大学他主催）  
ウ． 教育普及会議等への参加。  
全国美術館会議教育普及部会（平成１７年１２月８～９日、平成１８年３月９～１

０日）  
国立美術館の教育普及等に関する委員会（平成１７年度中に４回）  
第６回全国ボランティア研究協議会（平成１７年１２月５～６日）  
全国美術館会議第２１回学芸員研修会（平成１８年２月２８日）  
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誰にもやさしい博物館づくりシンポジウム（平成１８年２月２８日）  
・インターン事業を実施した。  
平成１７年４月から展覧会事業及び情報技術の分野において３名のインターンを

受け入れた。また、平成１８年１月から２月にかけて来年度のインターンの募集を行

い、学芸（展覧会・教育普及・美術資料）及び情報技術の分野で８名の受入れを決定

した（継続２名を含め、計１０名の受入れ）。  
 
 

（４）開館後の円滑な業務の実施に向けた準備  
・バックヤード、レストラン、ミュージアムショップなど効果的・効率的な管理運

営方法のスキームを検討し、仕様書作成のための準備を開始した。また、開館時間

等の計画についてもあわせて検討を行った。  
・レストラン・カフェの飲食業者の選定を行った。  

 
      平成１８年１月３０日      公募案内（掲示、ホームページ）  
      平成１８年２月 ９日      現地案内会   ２０社参加  
      平成１８年２月１０日～     受付      １１社申込  
        平成１８年３月１０日  
      平成１８年３月１５日      第１回委員会開催（書類審査）  
      平成１８年３月２８日～３１日  第２回委員会開催（プレゼンテーショ

ン、質疑応答）  
 

 平成１８年３月３１日      決定  
 
・研修室などの館内施設における映像・音響・情報に関する機器の仕様などについ

ての詳細な仕様の検討を行い、美術館建築工事との調整を行い、導入計画を作成し

た。  
 
 

（５）広報活動の充実 

①ロゴ・シンボルマークの作成 

国立新美術館の存在を広く周知することを目的に、ロゴ及びシンボルマークを作

成した。作成にあたっては、指名制コンペティションを実施し、複数の案の中から

決定した。決定までの過程は以下のとおりである。 

平成１７年８月    ロゴ・シンボルマーク作成にあたって指名制コンペティショ

ンを実施する方針を決定し、実施要項を作成した。あわせて

８名の職員によるロゴ・シンボルマーク選定委員会を組織し

た。 

同９月２６日    ロゴ・シンボルマーク選定委員会を開催し、コンペティショ

ンへの参加を依頼する３名のデザイナーを選定した。 

同９月から１１月  コンペティションへの参加を了承した３名のデザイナーに対

し、国立新美術館の事業内容およびロゴ・シンボルマーク作

成の趣旨説明と建築現場見学を実施した。 

同１２月９日      ロゴ・シンボルマーク案の提出期限。３名のデザイナーから

各２案、合わせて６案の提示を得た。 

同１２月１９日    ３名のデザイナーによるロゴ・シンボルマーク案のプレゼン

テーションを実施した。これに引き続きロゴ・シンボルマー

ク選定委員会を開催し、採用案を決定した。 
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また、採用案に関しては、以下の作業を実施した。 

登録商標類似調査 

基本アプリケーション（ステーショナリー）の作成 

建築に付随する館名表示・館内サイン等との調整 

 

②刊行物による広報活動 

 ○準備室ニュース 

目 的 ： 設立準備室における美術館事業の進捗状況についての報告、事業内容に

関する一般の理解を深める 

準備室ニュースＮｏ.３ 

配付先 ： 国内の美術館、教育委員会、大使館、大学等 

約１，５００団体 １８，３００部配付 

時  期 ： 平成１７年９月３０日 

準備室ニュースＮｏ．４発行 

配付先 ： 国内の美術館、教育委員会、大使館、大学等 

約１，５００団体 １８，９００部配付 

時  期 ： 平成１８年３月３１日 

 

③ホームページ関連 

・ホームページ上で公募展団体などに向けての書式の提供など、手続きの電子化、省

力化を支援した。 

・アクセス数    

  日本語：２３６，８０９件 

   英 語：５，４６９件 

・ホームページ上に「準備室ニュース」のバックナンバーを掲載し、館の活動を広く

インターネットに紹介した。 

 
④近隣美術館との意見交換 

・森美術館等と今後の連携・協力方法について意見交換を行った。 

 
⑤雑誌等への掲載 

・雑誌等へ館の紹介記事の掲載を行った。 

 
 
 
○自己点検評価  
 
 【良かった点、特色ある取組み】  
平成１７年度は、開設に向けた準備として、開設に関する重要事項を検討するため国立

新美術館運営協議会を２回開催し、うち１回は建築現場を視察するなど、様々な意見を伺

いながら開館後の運営等について検討を行った。  
公募展事業については、平成１９年度に施設を使用する美術団体等からの施設使用に係

る募集を昨年度行ったところであるが、１２７団体の応募があり、調整及び抽選の結果、

６８団体が決定し、全会期１０室の公募展示室全てを会場提供できることとなった。途中

２団体の辞退があったが、追加募集を行った結果、現在は、６９団体（うち１団体は野外

展示場のみ使用）が使用することとなった。  
また、現地案内会の開催、展示室の割振り、バックヤード等施設・備品等の運用に関す

るワーキンググループ委員会の設置などの準備を進めた。  
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展覧会事業については、開館記念展をはじめとする来年度から平成１９年度にかけての

自主企画展、共催展の調査や出品交渉等を行い、展示作品の目途が立った。  
 また、平成２０年度以降の展覧会についても作品調査等の準備を進めた。  
情報収集・提供事業については、ＪＡＣプロジェクト（海外へのカタログ提供）関係機

関との協議も行うとともに、国内の美術館等に対しても積極的に寄贈の周知依頼を行い、

１７年度末現在約５万点弱の資料を収集し、開館に向けた分類等の整理を継続した。  
また、美術図書館横断検索システムの実施設計、展覧会情報システムの実施設計等を作

成した。  
教育普及事業については、展覧会に合わせた講演会、研修会等についての調査・検討を

引き続き行うとともに、インターンシップ事業については３名を受け入れた。また、来年

度については、継続２名、新規８名の計１０名の受入を決定した。  
 この他、広報活動として、準備室ニュース（Ｎｏ．３、４）の作成・配付、また、ロゴ

・シンボルマークの選定、六本木地区の美術館との意見交換などに取り組んだ。  
 さらに、開館時間やバックヤードなどの管理運営方法の検討や、レストラン・カフェ業

者の選定を行った。  
 
【見直し又は改善を要する点】  
全体的には、来年度の開館に向けての事務事業の具体的な運営・管理方法等について検

討・準備を進め、また、開館に係る広報活動について効果的なＰＲができるよう検討し、

文化庁や六本木周辺関係機関等とも連携・協力を図りながら開館準備を推進していきたい

と考えている。  
各事業については、公募展事業では、展示室割振りの結果を踏まえ、審査室・備品類の

使用方法や運営方法等の検討、展覧会事業では、来年度に開催する開館記念展などの展示

方法や印刷物の内容など具体の実施準備の検討、情報収集・提供事業では、展覧会カタロ

グ・図書資料の収集・整理の推進、アートライブラリーなど運用方法の検討、教育普及事

業では、公募団体が行うものと当館主催で行うものについて、講堂、研修室等を有効に活

用するための方法の検討、また、ボランティアや友の会制度などの導入の検討に取り組ん

でいきたいと考えている。  
 
 
 
 
 
 
 


